
　　　２．　　　　　部は継手を設ける中心位置の範囲を示す。

（１）　鉄筋の品質、径の値に表示がなければ（表　　）の記号による。

（ａ）　表示記号

（ｂ）　継手表示

（ｃ）　基礎接合部の補強

（ａ）　基礎梁主筋の継手、定着及び余長

（ｂ）　あばら筋、腹筋及び幅止め筋

（ａ）　一般事項

（ｂ）　柱の主筋

（ｂ）　ハンチのない場合　

係　長 担　当

　　（適用は特記により、特記なき場合はＢ形とする。）

（Ａ形） （Ｂ形）

D13-@300

（タテヨコ共）

基礎筋

（注）杭頭補強は

§４基礎（ａ）による。

不要とする。

D13-@300

ＣＬ

（タテヨコ共）

１５ｄ

（図　　）

１００
７０

（　）　場所打コンクリートの場合

一般の場合 重ね継手とする場合

コンクリート打継ぎ面

Ｌ １

以
上

５
００

ｍ
ｍ以

上か
つ

１５
００

ｍ
ｍ以

下

５
００

ｍｍ
以

上か
つ

{

異 形 鉄 筋 Ｄ１０ Ｄ１３ Ｄ１６ Ｄ１９ Ｄ２２ Ｄ２５ Ｄ２９ Ｄ３２

記　　　号

ＬＣ

１００

Ｌ２

２Ｌ

Ｄ

Ｄ
（

杭
径

）

コンクリート

中埋め

基礎筋

Ｌ２

０＜Ｄ≦２００

Ｌ

３－Ｄ１６

梁幅

２００＜Ｄ≦１０００

３－Ｄ１６

基礎梁・あばら筋

柱

梁梁

１５ｄ

≧８ｄ ｄ

１hＬ

ｈ
ｏ

ｈ
ｏ

ｈ
ｏ

≦
３／

４
ｈｏ

≦
３／

４
ｈｏ

１５
０

０ｍ
ｍ以

下

継手

１
５ｄ

１
５

ｄ

ｈ
ｏ／

２＋
１５

ｄ

２
Ｌ

ｈｏ
／
２＋

１５
ｄ

≧１５０ｍｍ ≧１５０ｍｍ

定着

かぶり厚さ

上階の鉄筋

が多い場合

が多い場合

下階の鉄筋

ｅ

Ｄ

ｅ　１

Ｄ　６
≦を設ける。

ものを２本重ねたもの

ズ太い鉄筋又は同径の

一般の鉄筋より１サイ

Ｄ

＞
Ｄ　６

ｅ　１

ｅ

Ｌ２

※

１５０以下（ｍｍ）

１Ｌ

梁ごとに２本以上柱へ定着する。

１５ｄ（余長）

Ｌ

§１．適用範囲

（ａ）　神戸市の発注する建築工事の鉄筋コンクリート・ラーメン構造に適用する。

（ｃ）　表示事項に不一致がある場合の、優先順位は次による。

　　　　　　　　　　１　図面　２　鉄筋コンクリート構造配筋標準図

§２．総　則

　　　　ただし、記号と径の値を併記したものは、径の値による。

鉄筋の継手（余長を含む）の表示方法は次による。

　　　  鉄筋の重ね継手及び定着は、次による。なお、径が異なる鉄筋の重ね継手

（１）　鉄筋の継手及び定着

（表　　）　鉄筋の重ね継手の長さ及び定着の長さ

（３）杭基礎の場合、特記がなければ（図　　～図　　）による。

　　（ｉ）　既製コンクリート杭の場合

（図　　）

（注）（図　　）の杭頭部の補強筋は

（図　　）

基礎と地中梁の接合部には、寸法Ｄに応じて次の補強を行う。

（図　　）

§５．基　礎　梁

（１）　一般事項

（ｉ）　独立基礎で、基礎梁にスラブが付く場合は、§７大梁の項による。　

（３）　連続基礎及びべた基礎の場合

（２）　独立基礎で基礎梁にスラブが付かない場合

（図　　）

（図　　）

（１）　あばら筋組立ての形及びフックの位置は、§７大梁の項による。

（図　　）

§６．柱

（２）　下階と上階に柱断面が異なるときの柱筋の絞り方は、（図　　）による。

　　　また、※印の寸法はＬ　かつ（　　　）以上とする。

（図　　）

（図　　）

　　　継手、余長、定着及び継手中心位置は、次による。

（表　　）　　　表示記号

５．２

年　　月　　日作成

要求

図面リスト　　縮　尺

コマ

番　号

分　　冊

フォンダー

分　類

Ｎｏ，

図面番号 ／

Ｎｏ，

課　長

２．１

４．５

ｉｉ

４．７

鉄筋コンク ーリ ト
構 造 配 筋 標 準 図

（１）

神戸市 Ａ

（ｃ）　末端部の処理

　　　異形鉄筋の末端部には、次の場合にフックをつける。

（ｉ）　フックがない場合

（  ）  フックがある場合

（  ）  圧接継手の場合

ｉｉ

ｉｉｉ

（ｅ）　重ね継手及び定着

スラブ
２

Ｆｃ種　類

鉄筋の
設計基準

強　　度

フックなし

１Ｌ ２Ｌ
小梁

３Ｌ

フックあり

１ｈＬ ２ｈＬ
小梁

３ｈ

スラブ

Ｌ

 (Ｎ/ｍｍ )

ＳＤ３４５

１８

２０ｄ

ＳＤ３９０

３０・３３・３６

４５ｄ

４５ｄ

４０ｄ

４０ｄ

３０ｄ

２５ｄ

２５ｄ

２０ｄ
１５０ｍｍ

以上

かつ

１０ｄ

１０ｄ

（図　　）

圧接継手

Ｌ

Ｌ

ａ

ａ＝０．５Ｌ ａ≧０．５Ｌ

ａＬ Ｌ

Ｌ

Ｌ

ａ＝０．５Ｌ

ａ ａ

ａ≧０．５Ｌ

Ｌ Ｌ

フックのあり

ａ≧４００ｍｍ

継手の重ね長さ
１節半以上且つ
１５０ｍｍ以上 １５０ｍｍ以上

１節半以上且つ
定着の長さ

Ｌ３ Ｌ

鉄筋

ＬＬ

鉄筋

重ね継手 定着（スラブの場合） 定着（壁の場合）

（図　　）

圧接継手

機械式継手

ａ

（３）　溶接金網の継手及び定着は（図　　）による。

　ただし、壁の場合及びスラブ筋で　　以下の場合は除く。

ａ

ｂ

ａ≧４００ｍｍ、かつ、ａ≧（ｂ+４０）ｍｍ

１５ｄ

１５ｄ

底版補強筋

補強

コンクリート

（ｉ）　      　梁筋を柱内に定着する場合は、　　　　による。

１０
０以

上

Ｏ

Ｏ ／２／４Ｏ Ｏ／４

（余長）

Ｌ

２Ｌ Ｌ

　　　３．破線は、柱内定着の場合を示す。

　　　３．破線は、柱内定着の場合を示す。

Ｌ

（ｃ）　ハンチのある場合　

Ｌ Ｌ

ＬＬ

２Ｌ Ｌ

　　　１．継手中心位置は次による。

（図　　）７．３

２Ｌ

（余長） （余長）（継手長さ）

Ｌ Ｌ

２０ｄ（余長）

２０ｄ（余長） （余長）２０ｄ

／２ＯＯ ／４

Ｏ

Ｄ

最上階

一般階

上端筋

下端筋
Ｄ

／４Ｏ

／４Ｏ

　　　２．§２総則　  で定めた鉄筋には、フックをつける。

　　　３．破線は、柱内定着の場合を示す。

Ｌ

Ｌ Ｌ

Ｌ

（余長）１５ｄ １５ｄ（余長）

Ｏ

Ｏ／２／４Ｏ Ｏ／４

（図　　）

　　　３．破線は、柱内定着の場合を示す。

≧６ｄ

≧８ｄ ≧８ｄ

≧６ｄ

≧８ｄ

（ハ） （ニ）（イ） （ロ）

（図　　）

（６）　段違い梁は、次によることができる。

（５）　梁にハンチをつける場合その傾斜は、特記がなければ　　　とする。

梁

柱

梁

Ｄ≦１００

つり上げ筋は、一般のあばら

筋より１サイズ太い鉄筋又は

同径のものを２本重ねたもの

とする。

（図　　）

（図　　）

（ｃ）　帯筋組立ての形及び割付け

（１）　帯筋組立ての形は、（図　　）による。

ｄ

≧８ｄ

≧６ｄ

Ｌ Ｌ Ｌ

Ｐ
＠

Ｐ
＠

Ｐ
＠

Ｐ
＠

≧６ｄ

≧４０ｄ

ｄ

≧６ｄ

≧６ｄ

Ｌ

１　Ｈ形

２　Ｗ－Ｉ形 （Ｌは溶接位置を示し、溶接は組立前に行う。）

（イ） （ロ） （ハ） （ニ）

（イ） （ロ） （ハ）

３　ＳＰ形（スパイラル筋） ４　丸形

（イ） （ロ） （ロ）

（イ）

（図　　）

（２）　補助帯筋を設ける場合は、特記による。

（３）　帯筋の割付けは、（図　　）による。なお、Ｐ 、Ｐ は帯筋間隔を示す。

（ａ）　一般事項

　　　　ただし、やむを得ず、梁内に定着する場合は（図　　）の　　による。

（２）　梁主筋で、柱をまたいで引き通すことのできない場合は、柱内に定着する。

（１）　継手長さはＬ　とし、定着長さ及び余長は（図　　）及び（図　　）による。

1.5 Ｐ　＠

1.5 Ｐ　＠

かつ０．３％以上

かつ０．３％以上

かつ０．３％以上
１

１

２1.5 Ｐ　＠

Ｐ　＠２

１Ｐ　＠

２Ｐ　＠

Ｐ　＠１

１１．５Ｐ　＠

一般の場合
壁ばりの場合

帯筋

はり面より割り付ける。

（注）１．図示のない事項については、一般

帯筋は一般の帯筋より１サイズ

太い鉄筋は又は同径のものを２

本重ねたものとする。

　　　　の場合と同じ。

　　　２．柱にとり付く梁に段差がある場合、

　　　　帯筋の間隔を1.5Ｐ　＠又は1.5

　　　　Ｐ　＠とする範囲は、その柱に取り

　　　　付くすべての梁を考慮して適用する。

（図　　）

上下の柱断面寸法が異なる場合、

§７．大　　梁

（ロ）上階に柱がある場合（イ）最　上　層

柱
１５ｄ

柱

梁
Ｌ

梁Ｌ ２Ｌ

２本以上

梁梁

（図　　）７．１

（４）　梁主筋を柱内に折り曲げて定着する場合は、次による。

　　　　なお、定着の方法は

　　　　　上端筋：曲げ降ろす。

　　　　　　　　監督職員の承諾を受けて、曲げ降ろすことができる。

　　　　　下端筋（一般）：曲げ上げる。ただし、やむを得ない場合は、

　　　　　下端筋（ハンチ付）：曲げ降ろす。

（ｆ）　ガス圧接する場合

（１）　形状、ずれ及び偏心量は、（図　　）による。

（継手長さ）

（継手長さ）

（継手長さ）

ｉ（ｖ）　機械式継手の場合

　　　１．図示のない事項は、§７大梁の項による。

　　　２．　　　　　部は継手を設ける、中心位置の範囲を示す。

　　　１．図示のない事項は、§７大梁の項による。

D13-@２00

（タテヨコ共）

Ｄ ／４Ｏ

／４Ｏ／４Ｏ ＤＤ

（余長）２０ｄ

／４ＯＯ ／４ ／２Ｏ

Ｏ

（余長）１５ｄ

（図　　）５．３

（継手長さ）

（継手長さ）

（ｄ）　あばら筋、腹筋及び幅止め筋

（１）　あばら筋、組立ての形及びフックの位置

（ｉ）形は（図　　　　）とする。ただし、Ｌ形梁の場合は　　又は　　とす

　　ることができ、Ｔ形梁の場合は　　～　　とすることができる。

ｉ

　　　※　　の数値は、原則として、柱せいの３／４倍以上とする。

鉄筋コンクリート

構造配筋標準図

Ｄ

２１

　　２４・２７

３０・３３・３６

ＳＤ２９５

１８

２１

　　２４・２７

３０・３３・３６

２１

　　２４・２７

４５ｄ

４０ｄ

５０ｄ

５０ｄ

３０ｄ

４０ｄ

３５ｄ

３０ｄ

４０ｄ

３５ｄ

３５ｄ

３５ｄ

４０ｄ

４０ｄ

３０ｄ

２０ｄ

２０ｄ

３０ｄ

３０ｄ

３０ｄ

２５ｄ

２５ｄ

４．Ｌ　：小梁の下端筋のフックあり定着の長さ。

Ｌａ

投影定着長さ

Ｌｂ

２０ｄ

２０ｄ

２０ｄ

２０ｄ

２０ｄ

２０ｄ

２０ｄ

２０ｄ

２０ｄ

２０ｄ

２０ｄ

１５ｄ

１５ｄ

１５ｄ

１５ｄ １５ｄ

１５ｄ

１５ｄ

１５ｄ

１５ｄ

１５ｄ

１５ｄ

９．軽量コンクリートの場合は、表の値に５ｄを加えたものとする。

５．Ｌ　：梁主筋の柱内折曲げ定着の投影定着長さ。

６．Ｌ　：小梁及びスラブの上端筋の梁内折曲げ定着の投影定着長さ。

　　　　　（基礎梁、片持ち梁及び片持ちスラブを含む。）

　　　　　（片持ち小梁及び片持ちスラブを除く。）

１h

１

１

１ １

の場合

フックのなし

の場合

重

ね

継

手

ｉｉ

ｉｉ

ｉ

３５ｄ

３５ｄ

３５ｄ

３５ｄ

３５ｄ

３５ｄ

３５ｄ

３０ｄ

３０ｄ

３０ｄ

３０ｄ

２５ｄ

２５ｄ

２５ｄ

カップラー

２

１h

１h １h

２

２２Ｌ

Ｌ２

Ｌ２

２ｈ

Ｌ２

Ｌ２

２
Ｌ

２
Ｌ

２
Ｌ

２

２

２

２

２２

１

１ １

１

１ １

１１

２

※
Ｌ２

梁幅

Ｌ２ｈ
※

Ｌ２

と同径・同間隔

※Ｌ　を確保できない場合は、§２総則（ｅ）（１）（ ｖ）によることができる。２ｈ

１５ｄ １５ｄ

Ｌａ
※

余長８ｄ

Ｌａ
※

２Ｌ

余長８ｄ

余長８ｄ

Ｌａ
※

Ｌ２

Ｌａ
※

余長８ｄ

余長８ｄ

Ｌ２

Ｌａ
※

Ｌａ
※

Ｌａ
※

Ｌ２

余長８ｄ余長８ｄ

　　　　　上端筋：中央　／２以内

　　　　　下端筋：柱面より梁せい（ ）以上離し、 ／４を加えた範囲内。

二段筋

　　　１．§２総則    で定めた鉄筋には、フックをつける。

　　　※　　の数値は、原則として、柱せいの３／４倍以上とする。

２Ｌ

Ｌａ
※

余長８ｄ

余長８ｄ

Ｌ２

二段筋

Ｌａ
※

最上階

２Ｌ

Ｌａ
※

余長８ｄ

余長８ｄ

Ｌ２

Ｌａ
※

一般階

Ｌａ
※

Ｌａ
※

Ｌａ
※

Ｌａ
※

余長８ｄ

余長８ｄ

余長８ｄ

余長８ｄ

Ｌａ
※

Ｌａ
※

２Ｌ

余長８ｄ 余長８ｄ

Ｌ２
Ｌａ

※

余長８ｄ

２Ｌ

　　　※　　の数値は、原則として、柱せいの３／４倍以上とする。

　　　※　　の数値は、原則として、柱せいの３／４倍以上とする。

（ ｖ） 定着の方法は、（図　 　）による。

ｉ

ｉ

ｉ

（柱頭または柱脚部）

≧６ｄ

ｄ

≧６ｄ

ｄ ｄ

≧６ｄ

５０ｄ

ｄ

５
０

ｄ

≧６ｄ

１．５巻
き以上の
添巻き

（４）　スパイラル筋の継手及び定着は（図　　）による。

末端部 中間部

（重ね継手）
（図　　）

以上５ｄ

　　　の長さは、細い鉄筋の径による。

８．フックあり定着の場合は、（図　　）に示すようにフック部分　を含ま

　ない。また、中間部での折曲げは行わない。

１ｈＬ  

（図　　）

１．　Ｈ形を標準とする。　

 ５。　Ｈ形の　　°曲げのフックが困難な場合はＷ－Ｉ形とする。

３．　溶接する場合の溶接長さは、§２総則（ｇ）による。

２．　フック及び継手の位置は、交互とする。　

　　　　　　　　　　３  公共建築工事標準仕様書

２．１

２．１

ｉｉ

２．４

２、

３

３h

ａ

ｂ

２h

１h ２．３

２．４

２．３

２．４

２．４

Ｄ１６

（２）　隣り合う継手の位置は、（表　　）による。２．５

（表　　）　隣り合う継手の位置２．５

１h

１１

１h

２．５

   　 　なお、Ｌ　、Ｌ　及びＬ　は（表　　）（注）による。２ ３ ２．4１

２．５

１
１

２．６

２．６

２．７

４．５ ４．７

４．６

（ｂ）　基礎の配筋

杭　径 補強主筋

補強帯筋・Ｄ１０－＠１００

中詰めコンクリート補強筋

（図　　）による。

（２）杭頭部が杭径の範囲内で下がった場合

の補強方法は（図　　）による。

基礎梁主筋

基礎梁あばら筋

（２）連続基礎の場合は（図　　）による。

連続基礎主筋

（図　　）

ＧＬ

連続基礎背力筋

Ｄ

１
．

５Ｄ
１０

０
Ｌ

１ 補強主筋

補強帯筋

１
Ｌ

Ｈ
１．

５
Ｄ

Ｄ

２Ｄ

１
２０

３０°

基礎筋

ＣＬ

§４．基　　礎

（１）杭頭部の補強は特記がなければ、

（図　　）

３００φ以下 ４－Ｄ１３

３５０φ～４００φ ６－Ｄ１３

８－Ｄ１３４５０φ～６００φ

（注）　Ｌ　にはフックをつけない。 （図　　）

（１）独立基礎の場合は（図　　）による。

（図　　）

1

４．４

（ａ）　既製コンクリート杭頭部の補強

基礎筋

はかま筋

はかま筋

Ａ

15d

Ａ部詳細

腹筋と兼ねてよい

（ａ）　かぶり厚さ

§３．鉄筋のかぶり厚さ及び間隔

５ｄ以上 ２ｄ ２ｄ

片面フレア１０ｄ以上

両面フレア５ｄ以上

溶接長さＬ

ｄ

（２）　溶接材料は、ＪＩＳ規格品とし、溶接の条件により選定する。

（図　　）２．８

（２）　圧接部の折れ曲がりは2°以下とし、片ふくらみは鉄筋径の1／5以下とする。 

（ｂ）　あ　　き

４．杭基礎の場合のかぶり厚さは、杭天端からとする。

Ｄ Ｄ

あき

間隔

（ｉ）　粗骨材の最大寸法の　　　倍

（ｉ）　　　ｉ

ｉｉ

Ｄは、鉄筋の最大外径

（図　　）

５．塩害を受けるおそれのある部分等、耐久性上不利な箇所は、特記による。

（単位：　　）

仕上げなし

仕上げあり

仕上げあり

仕上げなし
屋　外

屋　内

４０

３０

煙突等高熱を受ける部分 ６０

（表　　）　鉄筋及び溶接金網の最小かぶり厚さ　　　

土に接しない部分

２０スラブ．耐力壁

以外の壁

仕上げあり

仕上げなし

構 造 部 分 の 種 別 最小かぶり厚さ

土に接する部分

　　柱

　　梁

耐力壁

擁壁．耐圧スラブ

柱．梁．スラブ．壁

基礎．擁壁．耐圧スラブ

３０

３０

３０

４０

４０

６０

（３）　鉄筋組立後のかぶり厚さは、最小かぶり厚さ以上とする。

３．１ ｍｍ

による。

１．２５

１．５

３．１

４．２４．１

４．１ ４．２

４．３

４．３ ４．４

４．６

４．８

§７．（ａ）（４）ｉｉ

ｉｉ

５．１

Ｌａ

Ｌａ

１．５

５．４

１．５

１ ２

６．５

２

１

６．５ １ ２

６．４

１３５

６．４

６．３

６．２

Ｄ＋１５ｄ２

６．２

６．１

６．１

１ ７．３ ７．４

７．１ （ロ）

７．１ （イ）

１：４

７．２

Ｏ

Ｄ Ｏ

（ｃ）

Ｌａ

７．４

（ｃ）

７．４

Ｌａ

７．５（イ） （ロ） （ハ）

（ロ） （ニ）

（イ） （ロ）

７．５

（ｂ）　配筋基準図に記載のない項目は、図面及び公共建築工事標準仕様書

　　　　による。

（ｉ）　柱の四隅にある主筋（図　　の　印）で、重ね継手及び最上層の柱頭にある場合。

はり柱

（図　　）

ｉｉ ２．１

２．１

（  ）　梁主筋の重ね継手が、梁の出隅及び下端の両端（図　　の　印）にある場合。(基礎

　　　　梁を除く。)

（ｄ）　曲げ加工

（  ）　煙突の鉄筋（壁の一部となる場合を含む）。

（ｖ）　帯筋、あばら筋及び幅止め筋。

（１）　加工寸法の許容差

ｉｉ

ｉ（ｖ）　杭基礎のベース筋。　

ｉ

２．２　　　　加工寸法精度の目標は、（表　　）による。また、各部の寸法、全体の寸法は（図

２．２　　　　　　）により、折曲げの内法寸法を除き、全て外観寸法ではかる。

ｂ
加工後の全長（　）

加工後の全長（　）

（表　　）　曲げ加工の突当寸法許容差

項　　　　　　　　　　　目

各加工

寸　法

符　号 許容差（ｍｍ）

加　工　後　の　全　長

あばら筋・帯筋・スパイラル筋

以下

　　以上　　　以下　

Ｄ２５

Ｄ２９ Ｄ４１

ａ，ｂ

ａ，ｂ

ａ，ｂ

５

１５

２０

２０

あばら筋、帯筋
左記以外の鉄筋スパイラル筋

（図　　）

ａ ａ

ｂ

ｂ

ａ

２．２

２．２

（２）　鉄筋の折り曲げは、（表　　）による。２．３

（　　　）

９０゜
１３５゜

４ｄ以上

Ｄ
ｄ

ｄ
Ｄ

６
ｄ
以
上

ｄ
Ｄ

８
ｄ

以
上

４
ｄ
以

上 Ｄ
ｄ

Ｄ
ｄ

４
ｄ
以
上

（表　　）　鉄筋の折曲げ

ＳＤ２９５

折曲げ

角　度
折曲げ図 ＳＤ３４５

ＳＤ３９０ 使用箇所例

Ｄ１６ Ｄ１９

～Ｄ３８以下 ～Ｄ３８

以上３ｄ

１８０°

１３５°

９０°

１３５°

９０°

及び

柱・梁の主筋

杭基礎のベース筋

あばら筋・帯筋

スパイラル筋

Ｔ形及びＬ形の

梁のあばら筋

幅止め筋

５ｄ 以上４ｄ 以上

Ｄ１９

　　　　２．９０°未満の折曲げの内法直径は特記による。

折曲げ内法直径（Ｄ）

２．３

（注）　１．片持ちスラブ先端、壁筋の自由端側の先端で９０°フック又は１３５°フックを

　　　　　用いる場合には、余長は４ｄ以上とする。

（ｉ） 主筋及び耐力壁の鉄筋の重ね継手の長さは、特記による。特記がなければ、

　　　　40ｄ(軽量コンクリートの場合は５０ｄ）と（表　　）の重ね継手長さのうち大き２．４

　　　　い値とする。

（　） 柱に取り付ける梁の引っ張り鉄筋の定着長さは、特記による。特記がなければ、

　　　　40ｄ(軽量コンクリートの場合は５０ｄ）と（表　　）の定着長さのうち大きい値

　　　　とする。

２．４

２．４（　） （ｉ）（　）以外の鉄筋の重ね継手の長さ及び定着の長さは、（表　　）によ

　　　　る。

２．Ｌ　Ｌ　：割裂破壊の恐れのない箇所への直線定着長さ及びフックあり定着の長

　　　　　　　さ。

３．Ｌ　：小梁及びスラブの下端筋の直線定着の長さ。ただし、基礎耐圧スラブ及び

　　　　　これを受ける小梁は除く。

７．フックあり重ね継手の場合のＬ　は、（図　　）に示すようにフック部分　を含

　まない。

（注）　１．Ｌ  Ｌ　：重ね継手の長さ及びフックあり重ね継手の長さ。１、 １h

　　　　　　　　　　　２．～４．以外の直線定着の長さ及びフックあり定着の長さ。

     　なお、仕口内に縦に折り曲げて定着する鉄筋の定着長さＬが、（表　　）のフッ２．４

２．４     　クあり定着の長さを確保できない場合は、全長を（表　　）に示す直線定着の長

     　さとし、かつ、余長を８ｄ、仕口面から鉄筋外面までの投影定着長さを（表　　）２．５

     　に示す長さ（かつ、梁主筋の柱内定着においては、原則として、柱せいの３/４

     　倍以上）をのみ込ませる。

梁主筋の

Ｌ 又はＬ１

小梁及びスラブの上端筋の

梁内折曲げ定着の投影定着長さ

柱内折曲げ定着の投影定着長さ

（ただし、柱せいの3/4倍以上）

Ｌｂ

Ｌａ

※

※           　   の長さを全長で確保する。§２総則（ｅ）（１）

フックなし

フックあり

１Ｌ 、Ｌ 又はＬ

１ｈＬ  、Ｌ  又はＬ

定着起点

定着起点

余長

余長

８ｄ

８ｄ

Ｌ

Ｌ

２ ３

２ｈ ３ｈ

２

（ロ）折曲げ定着（イ）直線定着

（ｇ）　フレア溶接する場合

（１）　鉄筋相互の溶接長さＬ、重ね長さ、折曲げ位置よりの寸法は、（図　　）による。２．８

ふくらみ頂部

※ｆ≦ｄ／４

※ａ≦ｄ／５ｆ

ｄ

１
．

１
ｄ

以
上

１．４ｄ以上

ｄ

ａ

（図　　）

圧接面のずれ及び鉄筋中心軸の偏心量圧接部のふくらみの形状及び寸法

圧接面

２．７

7ｍｍ（３）　（１）（２）は、鉄筋径の差が　　以下に適用し、径が異なる場合は細い方の鉄筋

　　　　径による。

（１）　鉄筋及び溶接金網の最小かぶり厚さは、特記による。特記がなければ、（表　　）３．１

　　　による。ただし、柱及び梁の主筋に　　以上を使用する場合は、主筋のかぶり厚さを

１．５

Ｄ２９

　　　径の　　倍以上確保するように最小かぶり厚さを定める。

数値を標準とする。

（２）　柱、梁等の鉄筋の加工に用いるかぶり厚さは、最小かぶり厚さに、　　　を加えた１０ｍｍ

（注）１．この表は、普通コンクリートに適用し、軽量コンクリートの場合は、特記による。

２．「仕上げあり」とは、モルタル塗り等の仕上げのあるものとし、鉄筋の耐久性

上有効でない仕上げ（仕上塗材、塗装等）のものを除く。

　　　３．スラブ、梁、基礎及び擁壁で直接土に接する部分のかぶり厚さには、捨コンクリ

ートの厚さを含まない。

（１）　鉄筋相互のあきは、次の値のうち最大のもの以上とする。ただし、特殊な鉄筋継手

　　　の場合のあきは、特記による。

（ｉ）　隣り合う鉄筋の平均径（呼び名に用いた数値ｄ）の　　倍とし、（図　　）によ３．１

る。

２５ｍｍ

（  ）　梁筋は、原則として、柱をまたいで引き通すものとし、引き通すことができない

　　　場合は、柱内に定着する。ただし、やむを得ず梁内に定着する場合は、（図　　）

　　　による。

５．１

　　　ただし、梁の上下にスラブが付く場合で、かつ、梁せいが　　ｍ以上の場合は、（図

　　　　　）によることができる。５．４

（２）  腹筋及び幅止筋は、§７大梁の項による。ただし、梁せいが　　ｍ以上の場合は特記

　　　による。

（１）　重ね継手長さは、Ｌ　とし、柱頭定着長さＬ　が確保できない場合は、特記による。

（ｃ）（２）　§２総則　　で、定めた鉄筋にはフックをつける。また、隣り合う継手

　　　 の位置は（表　　）による。２．５

　　　を示す。

（１）　継手、定着及び余長は、（図　　）による。なお、　　　　部は継手の中心位置の範囲

（３）　梁が最上層の柱頭に取合う場合は、全数引通せる場合でも上端筋の２本以上を柱に定着

　　　する。

４。　ＳＰ形（スパイラル筋）において、柱頭及び柱脚の端部は、1.5巻以上の添巻　

きを行う。

（３）　最上層の梁主筋は、（図　　）の　　による。なお、上端部は、全数引き通せる場合で

　　　　も２本以上を柱に定着する。

　継手、余長及び定着は、（図　　）による。なお継手中心位置の範囲は（図　　）に準ず７．３

る。

　　　２．梁定着の端部下端筋が、接近するときは　　　　　のように引き通すことが

　　　　できる。

（  ）フックの位置、　　の場合は交互とし、　　の場合はＬ形ではスラブのつく側、Ｔ形

（ハ） ９０°　　　では交互とする。なお、　　の場合はスラブのつく側を　　折り曲げとする。

令和５年７月１日改定

令和　　年度

（令和４年版）

（令和４年版）

２
０
ｄ

以
上

Ｄ

Ｄ
／
２

Ｄ
／
２

90°フック

ｉｉ（　） 原則として、D35以上の異形鉄筋については、重ね継手を用いない。ｉ ｉ



Ｄ
腹筋

２－Ｄ１０

幅止め筋

２－Ｄ１０

２－Ｄ１０ ２－Ｄ１０

２－Ｄ１０

２－Ｄ１０

打継補強筋Ｄ１０

／２

／２

打継補強筋Ｄ１０

打継面

１．５ｄ

６φ＠１，５００程度

９φ（Ｄ１０）＠１，５００程度

上端筋

Ｏ

２Ｌ

／６

Ｏ ／４

１５ｄ（余長） （余長）１５ｄ

２０ｄ（余長） ２０ｄ（余長）
／４

外端 連続端

Ｏ ／２／４Ｏ Ｏ／４

（余長）１５ｄ １５ｄ（余長）

Ｏ ／６ ／６Ｏ２ 　／３Ｏ

Ｏ

（余長）２０ｄ ２０ｄ （余長）

Ｌ２

端部 端部

Ｐ＠ ≦Ｐ＠

Ｐ＠

≦Ｐ＠

Ｌ １

２Ｌ

柱

梁

継手Ｌ　 Ｌ２

２Ｌ

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

２Ｌ Ｌ２

１－Ｄ１３ １－Ｄ１３１－Ｄ１３２－Ｄ１３

交差部（水平断面）

２－Ｄ１３

１－Ｄ１３

１－Ｄ１３

１－Ｄ１３ １－Ｄ１３

２－Ｄ１３１－Ｄ１３

端部

（垂直及び水平断面）

Ｌ１

１Ｌ

Ｌ１

１Ｌ

Ｌ２

３Ｌ

受け筋 Ｄ１３

Ｄ１３

Ｌ３

２Ｌ

Ｌ２

３Ｌ

Ｄ１３

Ｄ１３

２Ｌ Ｌ ２

Ｄ１６

一般スラブの場合 耐圧スラブの場合

受け筋
主筋

配力筋

Ｄ１３

先端部補強筋

２－Ｄ１３

≦６００

ＬＬ

Ｄ１３（　≦１０００）

先端部補強筋

配力筋

主筋

受け筋

３Ｌ

Ｄ１６（　＞１０００）

２Ｌ 先
端
壁

厚
以

上

１０
０以

下

１
００

以下

先
端

壁
厚

以
上

Ｌ ２

２－Ｄ１３

１
０

０以
下

２
Ｌ

２－Ｄ１３

間隔に合わせる

先端壁の縦筋の径及び

１Ｌ

Ｌ１

Ｌ

１

１

Ｌ

ｎ 本１

２ｎ 本

ｎ２
（　 ）本

２
２

（ 　）本
１ｎ

５Ｈ

Ｈ

Ｄ１３

Ｄ１３

Ｈ

３５０ｍｍ

２Ｌ

Ｌ２

３Ｌ

Ｏ

Ｌ２

１５０

２Ｌ

Ｌ ３

受け筋 Ｄ１３

Ｄ１０

Ｄ１０

Ｄ１３

Ｄ１０－＠３００

Ｄ１６

３００ｍｍ

以下 以下

３００ｍｍ

Ｌ２

ａ

同間隔

帯筋と同径、同材質、

Ｄ１６２Ｌ

Ｌ２

ａ２

１ａ

以下

３００ｍｍ ３００ｍｍ

以下 以下

３００ｍｍ

３００ｍｍ以下

３００ｍｍ以下

３００ｍｍ以下

ａ

２Ｌ

ｂ

あばら筋と同径、

同材質、同間隔

　２－Ｄ１６

ｂ≦３５０ｍｍ

　３－Ｄ１６

の場合

の場合ｂ＞３５０ｍｍ

打増し部分

Ｌ２

ａ

ｂ

打増し部分

同材質、同間隔

あばら筋と同径、

腹筋は、

による

Ｄ１６

Ｄ１６

ａ

Ｌ２

２ａ

ａ１ ｂｂ＞３５０ｍｍ の場合

の場合

　３－Ｄ１６

ｂ≦３５０ｍｍ

　２－Ｄ１６

２Ｌ

ａ

縦筋は　　とし、間隔は

横筋は　　とし、間隔は壁横筋と同じ

　　≦Ｄ＜ 　　≦Ｄ＜ 　　≦Ｄ＜６００ ９００ ９００ １,２００ １,２００ １,５００

（図　　）

（図　　　）

（注）  打継ぎ補強筋の長さ　は　　  とし、幅止め筋、主筋に結束する。

　　　ただし、あばら筋のせいが　　 　未満の場合はあばら筋と同せいとする。

（　）　主筋の場合 （　）　下筋の場合

７．９（図　　　）

ｉｉｉ

§８．小梁及び片持ち梁

（図　　）　　

（２）　先端に小梁がある場合

（図　　） 片持梁主筋の定着

　　　　１．図示のない事項は、（図　　）による。

　　　　２．先端小梁終端部の主筋は、片持梁内に水平定着する。

§９．壁

１。図中のＰ＠は壁筋の間隔を示す。

（図　　） 壁の配筋

（図　　）

壁　の　種　別
補　　強　　筋

縦、横 斜め

Ｗ１２，　　Ｗ１５

Ｗ１８，　　Ｗ２０

１－Ｄ１３

２－Ｄ１３

１－Ｄ１３

２－Ｄ１３

Ａ形

Ｗ１８，　　Ｗ２０

Ｗ１２，　　Ｗ１５

４－Ｄ１３

２－Ｄ１３

Ｂ形

２－Ｄ１３

１－Ｄ１３

（２）　壁開口部補強筋の定着長さは（図　　）による。

（図　　）

§１０．ス　ラ　ブ

（図　　　） 片持ちスラブの配筋（その１）１０．４

　　　１．先端の折曲げ長さＬは、スラブ厚さよりかぶり厚さを除いた長さとする。

　　　２．スラブに段差のない場合は、主筋を引き通してスラブに定着してもよい。

　（　）垂れ壁のない場合 （　）垂れ壁のある場合

（図　　　）１０．６

（図　　　）

H≦７０の場合

（図　　　） 段差のあるスラブの補強配筋

（図　　　） 二辺固定スラブ形階段配筋（その２）

§１２．梁貫通孔の補強 §１３．打増し配筋

１方向の打増し ２方向の打増し

１３．２（図　　　） 柱の打増し補強配筋

 下端の打増し 上端の打増し

側面の打増し ２方向の打増し

（図　　　） 梁の打増し補強配筋１３．１

（図　　　） 壁の打増し補強配筋１３．３

年　　月　　日作成

要求

図面リスト　　縮　尺

コマ

番　号

分　　冊

フォンダー

分　類

Ｎｏ，

図面番号 ／

Ｎｏ，

課　長 係　長 担　当

Ｏ ／４
連続端

Ｌ２（定着）

ＯＯ Ｏ／１２７ Ｏ Ｏ／２ Ｏ／４

Ｏ

１５ｄ（余長）

／４Ｏ Ｏ

（余長）１５ｄ

／４

／４

連続小梁

単独小梁

先端小梁

片持梁筋折下げ

片持梁 片持梁

２Ｌ

柱

梁

≦Ｐ＠

主筋位置主筋位置

主筋位置

≦Ｐ＠

先端小梁
（頭つなぎ梁）

片持梁

１

Ｌ２ ２Ｌ

４－Ｄ１３２－Ｄ１３

（垂直及び水平断面）

外壁の端部

（表　　） 壁開口部補強筋

（注）Ｗ１２等の数字は壁の種別（厚さ：　）を示す。

補強筋

開口

短辺方向・主筋

長辺方向・配力筋

受け筋

受け筋

受け筋

受け筋

２－Ｄ１３

Ｏ

（注）　下図の場合にも二辺固定スラブ形階段配筋を準用する。

（１）　梁貫通孔補強筋の名称等は（図　　　）による。

２－２－Ｄ１３

ＭＨ１

４－２－Ｄ１６

２－２－Ｄ１３

ＭＨ５

ＭＨ２

な　し

斜め筋
種別

配筋
配　筋　図

（表　　　） ＭＨ形配筋

溶接金網

１２．３

ＭＨ３

ＭＨ４

ＭＨ７

ＭＨ６

４－２－Ｄ１３

４－２－Ｄ１９

４－２－Ｄ１６

２－２－Ｄ１３

２－６φ－＠１００２－２－Ｄ１３

４－２－Ｄ１３ ２－６φ－＠１００

な　し

縦　筋

（注）　　　は、一般部分のあばら筋を示す

ｔ

２Ｌ

Ｄ１３

Ｄ１０
Ｄ１０－＠２００

Ｄ１６

コンクリートブロック帳壁

（水平断面、垂直断面とも）

Ｄ１０ Ｄ１０－＠２００

コンクリートの厚さ

コンクリートブロック帳壁

８００

（図　　　） 控壁の配筋 （図　　　） 壁付き土間コンクリートの補強１２．４１２．３

溶接金網

な　し

１３φ

１３φ

壁配筋

（図　　　） 片持ちスラブの配筋（その２）

Ｌ２

§７（ｅ）

Ｌ２

Ｄ１６

（ｅ）　腹筋及び幅止め筋

（ｆ）　打継部分及び２段筋の補強

（ａ）　小梁主筋の継手、定着及び余長

（ａ）　壁の継手及び定着

（ｃ）　壁の開口部補強

（ａ）　スラブの配筋

（ｅ）　スラブ開口部の補強配筋

（ｇ）　スラブの打継ぎ補強等

（ａ）　梁貫通孔の配筋

（ｂ）　柱の打増し

（ａ）　梁の打増し

（ｃ）　壁の打増し

（ｃ）　片持ちスラブの配筋

（ｃ）　コンクリートブロック幅壁との取合い

ｔ

７．８

８．１

８．３

９．２

９．２

９．２

１０．５

１

１０．７

１１．３

Ｄ１０

Ｄ１０

鉄筋コンク ーリ ト
構 造 配 筋 標 準 図

（２）

Ａ神戸市

Ｌ２

２Ｌ

２Ｌ
Ｌ３

受け筋

§１１．階　　段

　　　１．　階段主筋は壁の中心線を

　　　　　越えてから縦に下ろす。

　　　２．　スラブ配力筋の継手及び

　　　　　定着の長さは（表　　）の

　　　３．　段鼻筋、段下副筋の受け

　　　　　筋は、特記がなければ　　　

　　　　　とする。

１１．１（図　　　）

（ａ）　片持ちスラブ形階段配筋の定着

（ｂ）　二辺固定スラブ形階段の配筋

Ｌ２

２Ｌ

Ｏ

ｔ

Ｄ１０－＠２００

Ｄ１３
Ｌ ３

１５０

Ｄ１３受け筋

ｔ

Ｄ１０

Ｄ１０

Ｄ１０

Ｄ１０－＠３００

Ｄ１３

Ｄ１０－＠２００

３Ｌ

Ｌ２

ｔ

Ｄ１０
１５０

１１．２（図　　　） 二辺固定スラブ形階段配筋（その１）

土間コンクリ－ト

び間隔に合わせる

２Ｌ

Ｌ２

ａ

ａ≦３００ｍｍの場合に限る。

Ｌ２

２Ｌ

Ｌ

ａ

土間コンクリート補強筋

（図　　　）

補強筋の鉄筋径及

び間隔に合わせる

補強筋の鉄筋径及

土間コンクリ－ト

１０．１１

Ｌ２ ２Ｌ

ａ

（図　　　） 打継ぎ補強配筋

打継ぎ面

Ｄ１３

Ｄ１３

ａ
Ｄ１３

Ｌ２
Ｌ

Ｌ

２

２

２Ｌ
Ｌ３

ａ≦３００ｍｍの場合に限る。

同材質・同間隔

スラブ筋と同径

同材質・同間隔

スラブ筋と同径

２

ｂＬ

ｂＬ ｂＬ ｂＬ
余長

余長

余長８ｄ ８ｄ
Ｌ２

Ｌ３

２Ｌ ２Ｌ

ｂＬ

／２ＯＯ ／２

２０ｄ（余長） ２０ｄ（余長）

余長

３ｈＬ ※

Ｌ２

余長８ｄ 余長８ｄ

ｂＬ

ｂＬ

３ｈＬ
※

３ｈＬ
※

　　　　１．梁せいが小さく垂直で余長がとれない場合、斜めにしてもよい。

片持梁筋折下げ

２Ｌ

先端小梁

水平断面 垂直断面

小梁外端部 小梁連続端部

柱

柱 柱

柱大梁

大
梁

小
梁

短辺方向

長
辺

方
向

２。壁配筋の重ね継手はＬ　、定着長さはＬ　とする。

３。幅止め筋は、縦横とも　　　　　　程度とする。

（ｂ）　壁の交差部及び端部の配筋

４－Ｄ１３
Ｌ２

４－Ｄ１３

４－Ｄ１３
２Ｌ

（ｄ）　パラペット

２－Ｄ１３ ２－Ｄ１３

先端補強筋

２－Ｄ１３
先端補強筋

２－Ｄ１３
先端補強筋

（図　　）パラペットの配筋

（ｂ）　スラブ筋の定着及び受け筋

受け筋 Ｄ１３

（図　　　）１０．１

（図　　　） スラブ筋の定着長さ及び受け筋（その１）

（図　　　） スラブ筋の定着長さ及び受け筋（その２）

（ｄ）　片持ちスラブの先端に壁が付く場合の配筋

開 口

　　　１．腹筋に継手を設ける場合の継手長さは、　　　程度とする。

　　　２．幅止め筋及び受け用幅止め筋は、　　　　　 程度とする。

（１）土間スラブの打継ぎ補強

中間部 端部

基礎梁とスラブを一体打ちとしないで、打継ぎを設ける場合の補強を示す。

（２）土間コンクリートと基礎梁との接合部配筋

Ｌ２

Ｌ２

（ｈ）　段差のあるスラブの補強

７０＜H≦１５０の場合

スラブ開口の最大径≦７００ｍｍに限る。

Ｌｂ

余長８ｄ

Ｌ
２

Ｌ
２

Ｌ２

余長８ｄ

Ｌｂ

Ｌｂ

余長８ｄ

２Ｌ

（１）　控壁の配筋 （２）　帳壁が土間コンクリート上に配置され

　　　る場合の補強

     １． 梁の打増し幅（ ,　, ）が　　　以上の場合の補強を示す。

     １． 柱の打増し幅（ ,　, ）が　　　以上の場合の補強を示す。

     ３． 軸方向の補強筋間隔は　　  以下とする。

打増し部分 打増し部分

打増し部分

     　　 壁の打増し厚さ（　）が　 　 以上の場合の補強を示す。

約３０
Ｐ

≦Ｐ

Ｄ

Ｄ

≦Ｐ

ＰＰ Ｐ

≦Ｐ≦Ｐ

Ｄ

Ｐ ≦ＰＰＰ

　／４Ｏ

Ｏ

Ｏ　／４

（１）　間隔が一様でハンチのない場合

（２）　あばら筋は（図　　）に基づいて、柱面の位置から割付ける。

　　  　図中のＰ ＠，Ｐ’＠は、あばら筋の間隔を示す。

（２）　間隔が一様でハンチのある場合

（３）　梁の端部で間隔の異なる場合

（図　　）

約３０

７．６

＠
＠

＠
＠

＠

＠＠

＠

＠ ＠＠＠

８ｄ

８ｄ

８ｄ

余長

　　　　　Ｌ　とする。

７．６

１５０ｍｍ

Ｄ１０－＠１,０００

７．７

１５０ｍｍ（１）　あばら筋間隔が　　  を超える梁で、水平に打継ぎを行う場合は、コンクリート打設

　　　前に（図　　）の打継ぎ補強筋を入れる。７．８

８００ｍｍ

８００ｍｍ

７．９（２）　２段筋は間隔保持のため、（図　　）の吊り筋又は受け用幅止め筋を設ける。

　　　　２．図示のない事項は、§５基礎梁（ａ）及び§７大梁（ａ）～（ｃ）に準ずる。

３ｈＬ ｉｖ　　　　※　　　を確保できない場合は、§２総則（ｅ）（１）（　）によるこ

　　　　　とができる。

Ｌ２

Ｌ

２  ／３１５ｄ

Ｌ

（１）　先端に小梁のない場合

８．２（図　　）

　　　　１．図示のない事項は、§７大梁の項による。

　　　　　　とする。

　　　　※１ 　 の数値は、原則として、柱せいの３/４倍以上とする。

（ｂ）　片持ち梁主筋の定着及び余長

余長

Ｌａ
※１

３ｈ
※２

Ｌ２

Ｌ

２  ／３１５ｄ

Ｌ
３ｈ

※２

一般階 最上階

　　　　２．先端の折曲げの長さＬは、梁せいからかぶり厚さを除いた長さとする。

　　　　※２　　 を確保できない場合は、§２総則（ｅ）（１）（  ）によることができ

Ｌａ

Ｌ３ｈ ｉｖ

　　　　　 る。

８．２

　　　　３．先端小梁の連続端は、片持梁の先端を貫通する通し筋としてよい。

１ ２

Ｄ１０－＠１,０００

９．１

（１）　壁開口部の補強は（表　　）のＡ形及びＢ形とし、特記がなければＢ形とする。

　　　　ただし、耐震壁の補強は、特記による。

ｃｍ

９．３

９．３

（３）　開口部が柱及び梁に接する部分又は鉄筋を緩やかに曲げることにより、開口部を避

　　　けて配筋できる場合は、補強を省略することができる。

９．４

１

１．配筋は中央から割付け、端部は定められた間隔以下とする。

２．鉄筋の重ね継手長さは、Ｌ とする。

３．スラブのスペーサーは、原則として鉄製とする。

１０．２

１０．３

１ ２

　１．　スラブ開口によって切られる鉄筋と同量の鉄筋で周囲を補強し、隅角部に斜め

　　　方向に　　　（　＝２Ｌ ）シングルを上下筋の内側に配筋する。２－Ｄ１３

　２．　スラブ開口の最大径が両方向の配筋間隔以下で、鉄筋を緩やかに曲げることに

　　　より、開口部を避けて配筋できる場合は、補強を省略することができる。

５－Ｄ１０（　＝１，５００）

５－Ｄ１０（　＝１，５００）

（１）屋根スラブの出隅及び入隅部

　　補強筋を上端筋の下側に配置する。

(図　　　) 出隅及び入隅部の補強配筋

（ｆ）　出隅部及び入隅部の補強

１０．８

１
／２

１

２

１
ＬＬ

３

／２１ Ｌ１

１Ｌ１／２

Ｌ３

一般スラブ配力筋

出隅部分の補強筋

補
強

筋
の

定
着

（注）　≧　とする

出隅部分補強配筋

２

１

出隅受け部

（注）１．　≧　とする

１／２

／
２

１

出隅部

柱又は梁に　定着する

出隅受け部補強配筋

１０．９（図　　　） 片持スラブ出隅部の補強配筋

出隅部分の補強筋

（２）片持ちスラブの出隅部

　　　２．出隅受け部配筋は柱

　　　　又は梁にＬ 定着する。

１ ２ ２１

１

１Ｌ

１０．１０

１０．１２

Ｄ１３

２．４

３

１２．１

１／３（２）　孔の径は、梁せいの　　 以下とし、孔が円形でない場合は、これの外接円とする。

（３）　孔の上下方向の位置は梁せい中心付近とし、梁中央部下端は梁下端よりＤ/ （Ｄは

　　梁せい）の範囲には設けてはならない。

　　３

（４）　孔は、柱面から、原則として　　Ｄ以上離す。ただし、基礎梁、壁付帯梁は除く。１．５

（５）　孔が並列する場合の中心間隔は、孔の径の平均値の３倍以上とする。

（６）　縦筋及び上下縦筋は、あばら筋の形に配筋する。

（７）  補強筋は、主筋の内側とする。また、鉄筋の定着長さは（図　　　）による。１２．２

１／１０ １５０ｍｍ（８）  孔の径が梁せいの　　　以下かつ　　　未満のものは、鉄筋を緩やかに曲げること

により、開口部を避けて配筋できる場合は、補強を省略することができる。

（９）　溶接金網の余長は　格子以上とし、突出しは　　　以上とする。

（１０）　溶接金網の貫通孔部分には、鉄筋１－１３φのリング筋を取り付ける。

　　　 なお、リング筋は、溶接金網に４カ所以上溶接する。

１ １０ｍｍ

（１１）　溶接金網の割付け始点は、横筋ではあばら筋の下側とし、縦筋では貫通孔の中心と

する。

上縦筋

斜め筋

横筋

下縦筋

あばら筋

縦筋

横筋

斜め筋

縦筋

あばら筋

下縦筋

上縦筋

（Ｈ形）

（ＭＨ形及びＭ形）

リング筋

斜め筋

あばら筋

縦筋

あばら筋

縦筋

斜め筋

溶接金網

溶接金網リング筋

突合せ溶接

Ｄ／２

余長

突出し

かぶり

貫通孔外径

突出し

余長

突出し

余長

かぶり

Ｄ

（図　　　） 梁貫通孔補強筋の名称等１２．１

Ｌ１

１Ｌ

Ｌ

１

（図　　　） 補強筋の定着長さ１２．２

貫通孔が円形の場合

配筋

Ｈ２

種別
斜め筋 縦筋 横筋

上

下
縦筋 配　筋　図 孔径（ｍｍ）

Ｈ３

Ｈ４

Ｈ５

２－２－Ｄ１３

２－２－Ｄ１３

４－２－Ｄ１３

４－２－Ｄ１６

４－２－Ｄ１９

２－２－Ｄ１３ ２－２－Ｄ１３ ２－２－Ｄ１３

４－２－Ｄ１３ ２－２－Ｄ１３ ３－２－Ｄ１３

な　し な　し

梁せいの１／１０を超え

かつ１００以下

梁せいの１／１０を超え

かつ１００を超え

１５０以下

１５０を超え２５０以下

２５０を超え３００以下

（注）　　　は、一般部分のあばら筋を示す

（表　　　） Ｈ形配筋１２．１

な　しＨ１

Ｈ７

Ｈ６

４－２－Ｄ１６

４－２－Ｄ２２

（ｂ）　梁貫通孔の補強形式

（表　　　） Ｍ形配筋

４－２－Ｄ１３

６－２－Ｄ１３

２－２－Ｄ１３

Ｍ３

Ｍ４

Ｍ２

種別

配筋

Ｍ１

２－６φ－＠１００

縦　筋

な　し

配　筋　図

４－２－Ｄ１３

溶接金網

（注）　　　は、一般部分のあばら筋を示す

１２．２

ａ ａ１ ａ２ ７０ｍｍ

     ２． あばら筋と同一方向の補強筋は、あばら筋と同径、同材質、同間隔とし、

            定着長さは　 とする。Ｌ２

ａ ａ１ ａ２ ７０ｍｍ

     ２． 帯筋と同一方向の補強筋は、帯筋と同径、同材質、同間隔とし、定着長さ

            は　 とする。Ｌ２

３００ｍｍ

２００ｍｍ

ａ ５０ｍｍ

令和５年７月１日改定

令和　　年度



Ｂ２Ｈ

Ｌ－Ｐ

年　　月　　日作成

要求

図面リスト　　縮　尺

神戸市

年度

コマ

番　号

分　　冊

フォンダー

分　類

Ｎｏ，

図面番号 Ａ ／

Ｎｏ，

課　長 係　長 担　当

（ｄ）　溶接の補助記号

　　　　溶接の補助記号は、表　　による。

表　　　溶接の補助記号

区　　分 補助記号

現　　場　　溶　　接

全　　周　　溶　　接

全　周　現　場　溶　接

断続溶接の長さ及び間隔

（ｅ）　溶接記号の記載方法

　　　　溶接記号の記載方法は、図　　による。ただし、溶接方法又は溶接面

　　　の指定を行わない場合は、溶接継手記号のみの記入とする。

Ｌ－Ｐ

溶接面

溶接継手

溶接方法

断続溶接の間隔

断続溶接の長さ

（現場溶接）

（全周溶接）

（全周現場溶接）

図　　　溶接記号の記載方法

（注）　基準線及び引出線は、溶接記号（　　　　　　　　　　）に準ずる。

（解説：記載例）

　　　　溶接記号の記載は、図　　に従い、溶接工法、溶接継手及び溶接面の

　　　記号を記入する。

（ｆ）　溶接継手の種類別開先形状

　　（１）完全溶込み溶接

　　　　ア　突合わせ継手　　の開先標準は、図　　による。

Ｆ２ ２ＢＨ

溶接面（両面溶接）

溶接継手（突合わせ溶接）

溶接方法（手溶接又は半自動溶接）

図　　　溶接記号の記載方法の例

ｔ≦６ ｔ≦１２

Ｇ

ｔ ｔ

Ｇ＝ｔ

６

ｔ ｔ

１（片面溶接） ２（両面溶接） １（片面溶接） ２（両面溶接）

Ｈ Ａ （サブマージアーク溶接）

（単位：ｍｍ）

６＜ｔ≦１９ １２＜ｔ≦２２

７

ｔ２ ２ ｔ ２ ｔ

６

ｔ６

３５゜

２

７

１９＜ｔ≦４０ ２２＜ｔ≦４０

４５゜

６０゜

ｔ ｔ

２ Ｄ１

Ｄ２

６

２

３０゜

ｔ

６０゜

６０゜

Ｄ１

Ｄ２

６ ｔ

Ｄ１＝２（ｔ－２）／３

Ｄ２＝（ｔ－２）／３

Ｄ１＝（ｔ－６）／２

Ｄ２＝（ｔ－６）／２

図　　　突合わせ継手の開先標準

　　　　イ　Ｔ形継手　　の開先標準は、図　　による。ただし、溶接される

Ｈ（ ） （サブマージアーク溶接）Ａ

（単位：ｍｍ）

１（片面溶接） ２（両面溶接） １（片面溶接） ２（両面溶接）

ｔ≦６ ｔ≦１２

３５゜

Ｓ

２

ｔ

６

ｔ

６

２
Ｓ

３５゜

ｔ ｔ

１／４ｔ≦Ｓ≦１０ １／４ｔ≦Ｓ≦１０

１９＜ｔ≦４０ ２２＜ｔ≦４０

１２＜ｔ≦２２６＜ｔ≦１９

３５゜

Ｓ

ｔ２

７

１／４ｔ≦Ｓ≦１０ １／４ｔ≦Ｓ≦１０

４５゜

ｔ２

Ｓ
Ｓ

１／４ｔ≦Ｓ≦１０１／４ｔ≦Ｓ≦１０

２
Ｓ

７

ｔ

３５゜ ６０゜

Ｓ

ｔ２

Ｓ

３５゜

Ｓ

ｔ２

７

Ｓ
Ｓ

２ Ｄ１

Ｄ２
ｔ

４５゜

６０゜

１／４ｔ≦Ｓ≦１０ １／４ｔ≦Ｓ≦１０

Ｄ２＝（ｔ－２）／３

Ｄ１＝２（ｔ－２）／３

３５゜

Ｓ

２ ｔ

７

１／４ｔ≦Ｓ≦１０

Ｄ１＝（ｔ－６）／２

Ｄ２＝（ｔ－６）／２

１／４ｔ≦Ｓ≦１０

図　　　Ｔ形継手の開先標準

　　　　ウ　かど継手（Ｌ）の開先標準は、図　　による

（単位：ｍｍ）

Ｈ （サブマージアーク溶接）Ａ

１（片面溶接）

ｔ≦６

２（両面溶接） １（片面溶接） ２（両面溶接）

ｔ≦１２

１２＜ｔ≦１９６＜ｔ≦１９

１９＜ｔ≦４０ １９＜ｔ≦４０

ｔ

Ｇ

Ｇ＝ｔ

ｔ

６

６０°

６０°

６

Ｄ１

Ｄ２

Ｓ
Ｓ

ｔ

２．２

２．１

２．１

２．２

２．３

（ ）

２．４

（ ）

ｔ ｔ

３５゜

２

７

ｔ ２

４５゜

ｔ

Ｓ

ｔ２

７

３５゜ ５０゜

ｔ

Ｓ

６

１／４ｔ≦Ｓ≦１０ １／４ｔ≦Ｓ≦１０

３５゜

ｔ２

７

ｔ

４５゜

６０゜

２ Ｄ１

Ｄ２

Ｓ

７

ｔ２

３５゜ ６０゜

６０゜

Ｓ
６

Ｄ１

Ｄ２
ｔ

Ｄ１＝２（ｔ－２）／３

Ｄ２＝（ｔ－２）／３

１／４ｔ≦Ｓ≦１０ １／４ｔ≦Ｓ≦１０

Ｄ２＝（ｔ－６）／２

Ｄ１＝（ｔ－６）／２

図　　　かど継手の開先標準２．５

（注）　１．裏はつり

　完全溶込み溶接を両面溶接とする場合は、裏溶接の前に裏はつりを行う。裏はつりは、

健全な溶着部分が現われるまではつり取るものとする。ただし、自動溶接において完全

な溶込みが得られたことが確認できる場合には、裏はつりを省略することができる。

　　　　２．裏当て金

　　完全溶込み溶接の片面溶接に用いる裏当て金は、原則としてフランジ内側に設置し、

　取付方法は、図　　による。裏あて金の組立溶接は、接合部に悪い影響を与えない

１Ｆ Ｆ

ＦＢ（ｔ×２５ｍｍ）

Ｓ

Ｓ

ｔ

ＦＢ（ｔ×３８ｍｍ）

ｔ

Ｓ

Ｓ

図　　　当て金の溶接２．６

（１）

（２）

２．３表　　　裏当て金の厚さ

（単位：ｍｍ）

溶　接　工　法

手　　溶　　接

半 自 動 溶 接

自　動　溶　接

ｔ

６以上

９以上

１２以上

表　　　溶接のサイズ

ｔ　＞９

ｔ　≦９

裏当て金の厚さ

２．４

（単位：ｍｍ）

９

５

Ｓ

　　（２）隅肉溶接

（単位：ｍｍ）

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

ｔ

Ｓ Ｓ

ＳＳ

ｔ ｔ

Ｓ Ｓ

６０゜ ６０゜

Ｓ

２ ２

Ｓ

１（片面溶接） ２（両面溶接）

ｔ≦１６ ｔ≦１６ １６＜ｔ≦４０

図　　　隅肉溶接の開先標準２．７

　　（３）部分溶込み溶接

　　　　　部分溶込み溶接　　の開先標準は、図　　による。

Ｈ（被覆アーク溶接、ガスシールドアーク溶接及びセルフシールドアーク溶接）

（単位：ｍｍ）

Ｈ（被覆アーク溶接、ガスシールドアーク溶接及びセルフシールドアーク溶接）

１２≦ｔ≦４０

１（片面溶接）

４５゜ ４５゜ ４５゜

Ｓ ＳＤ

ｔ

Ｓ

Ｓ ＳＤ１ Ｄ２

２

ｔ

１６≦ｔ≦４０

２（両面溶接）

ｔ

Ｄ

１６１２

１０ １１

１９

１２

２２

１３ １３

２５ ３２

１５１４

２８
Ｄ１＝（ｔ－２）／２

Ｄ２＝（ｔ－２）／２

１／４ｔ≦Ｓ≦１０

図　　　部分溶込み溶接の開先標準２．８

鉄 骨 工 作 標 準 図

（１）

　　（４）フレア溶接

　　　　　フレア溶接　　　の開先標準は、図　　による。

Ｈ（被覆アーク溶接、ガスシールドアーク溶接及びセルフシールドアーク溶接）

１（丸鋼等片面溶接）

（単位：ｍｍ）

２（丸鋼等両面溶接） ３（軽量形鋼Ｖ形溶接） ３（軽量形鋼　形溶接）

ｄ／２ ｄ／２

ｄ ｄ

ｄ／２ ｄ／２

ｄ／２ ｄ／２

ｄ

ｄ／２ ｄ／２

ｄ／２ｄ／２

ｄ ｄ

Ｓ ｔ ｔ Ｓ

ｔ＜３のときＳ＝３

ｔ≧３のときＳ＝ｔ

ｔ＜３のときＳ＝３

ｔ≧３のときＳ＝ｔ

図　　　フレア溶接の開先標準２．９

（ｇ）　溶接施工

　　（１）エンドタブ

エンドタブ

裏当て金

１０ｃｍ以上

Ｓ

Ｓ

表　　　エンドタブの長さ

溶　接　工　法

手　　溶　　接

半 自 動 溶 接

自　動　溶　接

２．６

３５以上

３８以上

（単位：ｍｍ）

Ｓ

７０以上

図　　　　 エンドタブ２．１０

　　　　レア溶接の溶接部は、余盛りを行うものとする。余盛り高さの限度は、

（ア）完全溶込み溶接（突合わせ継手、かど継手）、隅肉溶接及びフ

　　（４）余盛り

表　　　余盛り高さの限度２．８

溶　接　継　手 溶　接　方　法 余 盛 り 高 さ の 限 度

突 合 わ せ 継 手

か　ど　継　手

隅　肉　溶　接

フ レ ア 溶 接

手　　溶　　接

半 自 動 溶 接

自　動　溶　接

手　　溶　　接

半 自 動 溶 接

３

４

４

３

　　（５）溶接部分の段差

ｔ１

１／２．５以下

２ｔ

図　　　 溶接板の段差２．１４

　　（６）鋼管分岐継手

適用管厚　　　　≦ｔ≦

交角　　　≦θ≦

θ

Ｄ

Ｄ

Ａ

Ｂ

Ｃ

支管

主管

５０°～６０°

０～３

ｔ

１．５ｔ～２．０ｔ

ｔ

５０°～６０°

ｔ

１．５ｔ～２．０ｔ

０～３

接線 １．５ｔ～２．０ｔ

０～３

１．５ｔ～２．０ｔ

Ｄ－Ｄ断面図

主管の管軸と支管の管軸とは一致させること。

Ａ部断面 Ｂ部断面 Ｃ部断面

図　　　 鋼管分岐継手詳細（単位：ｍｍ）２．１５

　　（７）スタッド溶接

　　　　

（ｂ）　ボルトの表示記号

　　　　ボルトの表示記号は、表　　による。

表　　　ボルトの表示記号３．２

ボルトの種類

ねじの呼び

高力ボルト（Ｆ１０Ｔ・Ｓ１０Ｔ）

溶融亜鉛めっき高力ボルト（Ｆ８Ｔ相当）

普通ボルト

Ｍ１２ Ｍ１６ Ｍ２２Ｍ２０ Ｍ２４

（ｃ）　ボルト孔の径

　　　　ボルト孔の径は、表　　による。

表　　　ボルト孔の径３．３

（ｅ）　縁端距離及びボルト間隔

ｐ ｐ ｅ

（単位：ｍｍ）

表　　　縁端距離及びボルト間隔３．５

ねじの呼び
縁端距離

ｅ

ボルト間隔

ｐ

Ｍ１６

Ｍ２０

Ｍ２２

Ｍ２４

４０ ６０

４５ ７０

（ｆ）　千鳥打ちのゲージ及び間隔

　　　　千鳥打ちのゲージ及び間隔は、原則として表　　による。

３．６表　　　縁端距離及びボルト間隔

（単位：ｍｍ）

ゲージ

ｇ

千鳥打ちの間隔（　　）

ねじの呼び

Ｍ１２、Ｍ１６、Ｍ２０、Ｍ２２ Ｍ２４

３５

４０

５０

４５

６０

５５ ２５

３５

４０

４５

５０

４０

４５

５０

５５

６０

６５

ｐｔ

ｇ

　　　　形鋼のゲージ及びボルトの最大軸径は、原則として表　　による。

（ｇ）　形鋼のゲージ及びボルトの最大軸径

表　　　形鋼のゲージ及びボルトの最大軸径３．７

（単位：ｍｍ）

Ｂ

ｇ１ ２ｇ

１
ｇ

Ａ

Ｂ

２ｇｇ ｇ Ｂ

ｇ３

Ａ又はＢ ｇ１ ２ｇ
最大

軸径
Ｂ １ｇ ２ｇ

軸径

最大
Ｂ ｇ３

最大

軸径

　４５

　５０

　６０

　６５

　７０

　７５

　８０

　９０

１００

１２５

１３０

１５０

１７５

２００

２５

２８

３５

３５

４０

４０

４５

５０

５５

５０

５０

５５

６０

６０ ９０

７０

５５

４０

３５

２２

２４

２４

２４

２４

２４

２４

２４

２２

２０

２０

１６

１６

１２

２５０

２００

１７５

１５０

１２５

１００

３００

３５０

４００

　９０

　７５

　５６

１４０

１４０

１５０

１５０

１２０

１０５

９０

７０

４０

１６

２４

２４

２４

２４

２４

２２

２２

１６

１００

　９０

　８０

　７５

　７０

　６５

　５０

５５

５０

４５

４０

４０

３５

３０

２４

２４

２２

２２

２０

２０

１２

§０．一般事項

部材が直交しない場合の開先標準は図２．４．１による。

　　　　スニップカットの寸法　　　は、鋼材の板厚に応じて、表　　による。

１２

表　　　スニップカット

Ｓｃ １０

ｔ ６

２．７

９

１４ １５

（単位：ｍｍ）

１６以上１２

Ｓ
ｃ

ｔ

ｒ

Ｓｃ

　　（３）スニップカット

　　　　　溶接の交差部をスニップカットで処理する場合は、図　　　により

スニップカット

１６１５

３６ ４０

１／４ｔ≦Ｓ≦１０

Ｓ

Ｓ

図　　　 部材が直交しない場合の開先標準

Ｈ（被覆アーク溶接、ガスシールドアーク溶接及びセルフガスシールドアーク溶接）

２（両面溶接）

　ｔ≦Ｓ≦１０
１

４

３５°

７

６＜ｔ≦４０

１（片面溶接）

ｔ

≧６
０°

　ｔ≦Ｓ≦１０
１

２．４．１

４

Ｓ
４５°

６＜ｔ≦１９

２

≧６
０°

０

Ｓ

Ｓ

（ｔ－２）

　ｔ≦Ｓ≦１０
１

４

１
３

６０°

（ｔ－２）

２

１９＜ｔ≦４０

４５°≧７５°

２
３

０

（単位：ｍｍ）

　よう、エンドタブの位置またはフランジ巾の１／４の位置に行う。

ｔ

Ｓ ３

４

４

５

表　　　断続隅肉溶接の長さ

８

１０

５

６

５

７

６

８

７

９

８

１１

９

１２ １３

１０

１４

１０

２．５

１９

１１

１５ １６

１１ １２

２２

１３

２５

１５

２８

１７

３２

１９

（単位：ｍｍ）

２４

４０

２１

３６

　　（２）スカラップ

Ｓｒ１

Ｓｒ２

Ｓｒ１

Ｓｒ２

図　　　　 改良型スカラップ（柱梁接合部）２．１１

（ウ）従来型スカラップは、柱梁接合部以外の場合に限り使用してよい。

Ｓｒ

Ｓｒ

２．１２図　　　　 従来型スカラップ

図　　　　スニップカット２．１３

　　　　表　　による。

（単位：ｍｍ）

　　（１）高力ボルト

（ａ）　ボルトの種類

図　　　 スタッドの配置

§３．ボルト接合

（柱　部）

２．１６

Ｐ

（はり部）

Ｐ

ｇ

ｅ１

１ｅ

呼び名の５倍以上

表　　 　スタッドの間隔、ゲージ等の寸法

呼び名の７．５倍以上かつ　　　　以下

２．９

項　　　目

間　　　　　　　　　隔

最　 小　 ゲ　 ー　 ジ

へ　　り　　あ　　き １（ｅ　）

（ ｇ ）

　　　以上４０ｍｍ

（ ｐ ） ６００ｍｍ

寸　　　法

ＪＩＳ　Ｂ１１８０（六角ボルト）

JIS B 0205-4（一般用メートルねじー第４部：基準寸法）及び

６ｇ

仕上げの程度

クラス及び適

材料区分

強度区分

種　　類

用の規格

規格名称

規格番号
ＪＩＳ　Ｂ１１８１（六角ナット）

中 中

並形六角ボルト

鋼　　製

４．６又は４．８

表　　　普通ボルトのボルト及びナット

ボルト

並形六角ナット

鋼　　製

５Ｔ

ナット

３．１

※１ 母屋、胴縁類の取付用ボルトの場合は、ボルトの径＋１．０mmとすることができる。

溶融亜鉛めっき高力ボルト（Ｆ８Ｔ相当）

高力ボルト（Ｆ１０Ｔ・Ｓ１０Ｔ）

普通ボルト

ボルトの種類 Ｍ２２

２４

２２．５

２４．０

Ｍ１２

１２．５

ねじの呼び

１４

２２．０

Ｍ１６

１８

１７．５

１６．５

Ｍ２０

２２

２０．５

２６．０

２４．５

Ｍ２４

２６

（単位：mm）

（ｄ）　高力ボルトの長さ　

表　　　高力ボルトの締付け長さに加える長さ３．４

※１ 国土交通大臣認定条件による。

ＪＩＳ形

トルシア形　※１

ねじの呼び

２５ ３０

２５

３５

３０

４０

３５

Ｍ１２ Ｍ１６ Ｍ２０ Ｍ２２

４０

４５

Ｍ２４

（単位：mm）

Ｍ１２

１２

※１

※１　千鳥打ちとした場合

（tは板厚、Ｓはサイズを示す）

ｔ ｔ

Ｐ

＊１

１

鉄 骨 工 作 標 準 図

ねじの公差域 ６H

JIS B 0209-1（一般用メートルねじー公差ー第１部：原則及び基礎データ)による。

から抜粋したものである。

この標準図は「建築工事標準仕様書　JASS6　鉄骨工事（日本建築学会）」

（ａ）　神戸市の発注する建築工事の鉄骨工事に適用する。

（ｃ）　表示事項に不一致がある場合の、優先順位は次による。

　　　　　鉄骨工作標準図

§１．適用範囲

（ｂ）　工作標準図に記載のない項目は、図面、標準仕様書

　　　による。

１

３

　　　　　　図面　　　　公共工事標準仕様書　２

（ａ）　溶接方法

§２．溶接接合

（ｂ）　溶接継手

（ｃ）　溶接方法、溶接継手及び溶接面の分類別記号

　　　　溶接方法、溶接継手及び溶接面の分類別記号は、表　　による。

表　　　溶接方法、溶接継手及び溶接面の分類別記号

分　　　　　　　類 記　号

被覆アーク溶接、ガスシールドアーク溶接、セルフ

シールドアーク溶接

サブマージアーク溶接

エレクトロスラグ溶接

Ａ

Ｅ

Ｈ

溶接方法

溶接継手

完 全 溶 込 み 溶 接

突合わせ継手

Ｔ形継手

かど継手

Ｂ

Ｔ

Ｌ

Ｐ

Ｆ

ＦＬ

１

２
溶   接   面

隅肉溶接

部分溶込み溶接

フレア溶接

両面溶接

片面溶接

２．１

　　　　溶接方法の種類は、被覆アーク溶接、ガスシールドアーク溶接、セルフシール

　　　溶接とする。

　　　ドアーク溶接、サブマージアーク溶接エレクトロスラグ溶接及びアークスタッド

　　　　溶接継手の種類は、完全溶込み溶接、部分溶込み溶接、隅肉溶接、及びフレア

　　　溶接とし、完全溶込み溶接の継手形状の種類は、突合わせ継手、Ｔ形継手及びか

　　　ど継手とする。

２．１

２．２

２．１

ＪＩＳ　Ｚ　３０２１－８７

２．２

２．３（Ｂ）

被覆アーク溶接、ガスシールドアーク溶接及び

セルフシールドアーク溶接

３５゜ ４５゜ ３０゜ ６０゜

（Ｔ） ２．４

被覆アーク溶接、ガスシールドアーク溶接及び

セルフシールドアーク溶接

２．５

被覆アーク溶接、ガスシールドアーク溶接及び

セルフシールドアーク溶接

２．６

２．３ ２．４ ２．５　　裏当て金の厚さ、及び隅肉溶接のサイズは、表　　、表　　及び表　　により、材質は原則

　として母材と同等以上のものとする。

　　　　　は表　　による。

　　　　　隅肉溶接　　の開先標準は、図　　によりサイズは表　　による。（Ｆ） ２．７ （Ｓ）

２．５

（Ｐ） ２．８

　片面溶接を行う場合には、原則として部分溶込み溶接を行わない側に隅肉溶接

を行う。

（ＦＬ） ２．９

　　　　　エンドタブの材質は、母材と同等以上、形状は同厚・同開先のものとし、長さ

　　　　は、図　　　及び表　　による。２．１０ ２．７

　　　　　ただし、あらかじめ溶接端部に欠陥が生じないことが確認された材質及び形状

　　　　のものを用いる場合については、この限りでない。

２．１０（ア）改良型スカラップの形状は、図　　　により、スカラップ半径　　は　　Ｓｒ１

Ｓｒ２

　　ンジに滑らかに接するように加工し、複合円は滑らかに仕上げる。

は３５ｍｍ、　　は１０ｍｍとする。スカラップの円弧の曲線は、フラ

（イ）ノンスカラップ工法とする場合は、ファブの能力・経験等について十分

検討のこと。詳細は「鉄骨工事技術指針・工場製作編（日本建築学会）」

による。

２．１２ Ｓｒまた、その形状は、図　　　により、スカラップ半径　　は３５ｍｍと

する。

２．１３

（Ｓｃ） ２．７

　　　　　ただし、既製形鋼のスニップカットについては、　　　　に求めるものとすＳｃ＝ｒ＋２

　　　　る。

　　　　　なお、スニップカット部は、溶接により埋めるものとする。

２．８

（イ）完全溶込み溶接（Ｔ型継手）の溶接部は、ビード表面が滑らかになるよ

　うに仕上げるものとする。

完全溶込み溶接を行う部分の板厚の差による段違いが１０ｍｍを超える場合

は、図　　　による。２．１４

　　　　　鋼管分岐継手における支管は、主管外径より細径のものとし、開先標準は、

　　　　図　　　による。ただし、自動機械により開先加工を行う場合については、こ

　　　　の限りでない。

２．１５

３．２ｍｍ １２ｍｍ

３０° １５０°

ＪＩＳ　Ｂ１１９８

　　　　　下向きを原則とする。

　　　　ア　スタッド溶接はアークスタッド溶接方式による直接溶接とし、溶接姿勢は

　　　　イ　スタッド溶接用材料は　　　　　　（頭付スタッド）の規格に適合するも

　　　　　のとし、適用する呼び名は、　　　、　　　、　　　及び　　　の４種類と１３ｍｍ １６ｍｍ １９ｍｍ ２２ｍｍ

　　　　　とする。

　　　　ウ　スタッド溶接は、デッキプレート上から行ってはならない。ただし、デッ

　　　　　キプレート厚　　　以下であらかじめ良好な溶接が得られることが確認され

　　　　　た場合については、この限りでない。

１．６ｍｍ

２．９ ２．１６　　　　エ　スタッドの間隔、ゲージ等の寸法は、表　　及び図　　　による。

ＪＩＳ　Ｂ１１８６　　　　　高力ボルトの種類は、　　　　　　「摩擦接合用高力六角ボルト、六角ナッ

　　　　ト、平座金のセット」（２種　　　）の規格に適合するもの、建築基準法に基

　　　　づき認定されたトルシア形高力ボルト（２種　　　）及び溶融亜鉛めっき高力

　　　　高力ボルト（１種　　相当）とする。Ｆ８Ｔ

Ｆ１０Ｔ

Ｓ１０Ｔ

　　　　　普通ボルトのボルト及びナットは、表　　により、ねじは、

　　（２）普通ボルト

３．１ ＪＩＳ　Ｂ０２０５

ＪＩＳ　Ｂ１２５６　　　　　「メートル並目ねじ」による。座金は、　　　　　　「平座金」による並形

　とする。

３．２

３．３

高力ボルトの長さは、締付け長さに表　　の値を加えたものを標準長さとする。３．４

３．５　　　　縁端距離及びボルト間隔は、原則として表　　による。ただし、引張材の接合

　　　部分において、せん断力を受けるボルトが応力方向に３本以上ならばない場合の

　　　縁端距離は、ボルト軸径の　　倍以上とする。２．５

３．６

ｐｔ

３．７

神戸市建築技術管理委員会　令和５年７月１日改定

令和

(令和4年版)

(令和4年度)



年　　月　　日作成

要求

図面リスト　　縮　尺

神戸市

年度

コマ

番　号

分　　冊

フォンダー

分　類

Ｎｏ，

図面番号 Ａ ／

Ｎｏ，

課　長 係　長 担　当

鉄 骨 工 作 標 準 図

（２）

　　　　

ｔ

ｎｗ

ｍｗ

ｅ

ｅ
ｐ

ｐ

ｐ

Ｈ

ｅ ｅｐ ｗｎ

Ｓ－ＰＬＡＴＥ（２）

Ｓ－ＰＬＡＴＥ（１）

Ｓ－ＰＬＡＴＥ（３）

ｃ

ｎ

ｍ ｇ
ｅ１

Ｂ

ｅ ｅ

１ｐｐ１

仕口パネル 仕口パネル

１５０

１５０

ｅ

半径＝５０～１００

空気穴１００ｍｍφ

Ｂ

スニップカット

Ｂ

７０以上

スニップカット

１０

１０

１０

スニップカット

縦スチフナ 縦スチフナ

仕口部柱

５０

１／５以下

１／５以下

５０

５０

１／５以下

１／５以下

２
５
０

１
５
０

５
０

１／２．５以下

１／５以下
ウェブ継手

フランジ継手

１
，
０

０
０

　
程

度

１／５以下

１５０以上

１５０以上 １５０以上

Ｆ２
ＨＴ
※ ２Ｆ

５
０

２５

（ｇ）　ボルト接合の表示記号及び記載方法

　　　　ボルト接合の表示記号及び記載方法は、表　　及び表　　による。

表　　　ボルト接合の表示記号３．８

鉄　 骨　 せ　 い

フ　ラ　ン　ジ　幅

フ　ラ　ン　ジ　厚

ク リ ヤ ラ ン ス

ウ　 ェ　 ブ　 厚

ウ　ェ　ブ　添　板

フランジ内側添板

フランジ外側添板

縁　 端　 距　 離

　　 〃 　　列数（片側）

ウェブボルト行数

　　　〃　　　行数（片側）

フランジボルト列数

ゲ　　 ー　　 ジ

ボ ル ト 間 隔

へ　 り　 あ　 き

千 鳥 打 ち 間 隔

ｔ

Ｈ

Ｃ

ｔ

Ｂ

Ｓ－ＰＬＡＴＥ（１）

Ｓ－ＰＬＡＴＥ（２）

Ｓ－ＰＬＡＴＥ（３）

ｗ

ｇ

Ｐｔ

ｐ

ｅ

ｅ

ｎ

ｍ

ｎ

ｍ

ｗ

ｗ

１

部

材

添

板

ボ

ル

ト

表　　　ボルト接合の記載方法３．９

§４．鉄骨標準詳細図

（ａ）　仕口部詳細

　　（１）仕口パネル

（単位：ｍｍ）

※１　本数は、片側部分の行と列の積とし、千鳥打ちの場合は、　　を２列として求める。

図　　　仕口パネル（単位：　　）４．１

　　（２）水平スチフナ及びダイアフラム

（ａ）十字形柱

（一般部）

（はりに段差がある場合）

（ｂ）Ｈ形柱（注）　ｌｅ≧ｍａｘ（　  、　 ）

部材断面 高 力 ボ ル ト

フランジ

幅又は

せ　い
厚　さ

ねじの

よ　び

本　数

（本）

　行

（本）

　列

（本）

ウェブ

添　　　　　板

記　号 厚　さ 　幅 長　さ

Ｓ－ＰＬＡＴＥ（１）

Ｓ－ＰＬＡＴＥ（２）

Ｓ－ＰＬＡＴＥ（３）

図　　　水平スチフナ（単位：　　）４．２

　　（３）縦スチフナ

　　　　　

（ｂ）Ｈ形柱（ａ）十字形柱

　　　　イ　鋼管柱の仕口部に設ける柱の形状は、図　　による。

図　　　縦スチフナ４．４

図　　　鋼管柱の仕口部に設ける柱の形状４．５

（ｂ）　各部詳細

　　（１）梁及び柱のしぼり

（はり通し） （柱 通 し）

図　　　はり及び柱のしぼり（単位：　　）４．６

フランジ及びウェブの継手位置（単位：　　）

　　　　ウ　柱脚部のしぼりの限度及び位置の標準は、図　　による。

図　　　柱脚部のしぼり（単位：　　）４．９

　　（２）はりの段差

　　　　　柱に取り付く梁に段差を設ける場合は、図　　　による。

　　　　ただし、溶接上支障がない場合については、この限りではない。

　　　　

（はり通し） （柱 通 し）

（ａ）十 字 柱

（ｂ）Ｈ 形 柱

　　（３）バンドプレート

　　（４）ウェブ継手現場溶接用隔板

（ｃ）　柱脚部詳細

　　（１）柱脚部溶接及びボルト配置要領

　　　　ア　十字形柱

図　　　 十字形柱脚部（柱脚ピン）（単位：　　）４．１２

Ａ Ａ

鉄製フレーム

アンカーボルト

ＡＡ

補強材

アンカーボルト

クリップ止め程度

補強材

クリップ止め程度

アンカーボルト

モルタル充てん

鉄骨等に結束する

１２５以上

（ｂｓ）

１５０

１５０

１５０

１５０

（ｂｓ）

Ｄ－６－１０００＠
補強筋

Ｄ１３以上の補強筋（柱幅≧７００ｍｍ）

ｙ

ｘ

（ｄｃ）

（
ｄ

ｓ
）

（
ｄ
ｓ
）

梁主筋

梁あばら筋

柱主筋

柱帯筋

（ｄｓ）

（ｄｓ）

７０以上

（ｄｓ）

梁上端主筋

柱主筋

柱主筋

梁下端主筋

柱帯筋位置

柱主筋

柱帯筋

直交梁

小ばり下端主筋

４０程度

１ＦＬ ＦＬ１

１ＦＬ

ＦＬ１
Ｌ

Ｌ

Ｌ

Ｌ

Ｌ
Ｌ

Ｌ

Ｌ

Ｌ

Ｌ

注２

注１

注３

以
上

１
０

０
１
０

０

以
上

Ｈ Ｄ

φ

φ

Ｈ ２

５
０

５
０

１Ｆ

Ｆ２

補強プレート

ｅ １

０～５０～５

ｔ

ｔｐ

ｗｔ

５
０

２
０

２Ｆ

Ｆ１

ＬＣ

φ

６０° ６０°

補強トラス

１００以下
５０

Ｂ

０～５０～５

Ｆ２

ｒｔ

ＣＬ

ＴＨ

２Ｆ

（自然開先）

５０ ５０ ５０ ５０

５
０

５
０

５
０

５
０

Ｔ
＊

Ｈ

５０５０

１００

（ｃ）角形鋼管柱 （ｄ）丸形鋼管柱

　　※柱板厚が　　以下の場合は　　　とすることができる。

図　　　 鋼管柱脚部（柱脚ピン）（単位：　　）４．１４

　　（２）アンカーボルトの取付要領

　　　　ア　アンカーボルトの保持及び埋込み工法

　　　　１　Ａ種：鋼製フレームを用いてアンカーボルトを保持する方法

Ａ－Ａ断面図

図　　　 アンカーボルトの保持（Ａ種）４．１５

　　　　２　Ｂ種：周囲の鉄筋に補強材等を用いてアンカーボルトを保持す

　　　　　る方法

図　　　 アンカーボルトの保持（Ｂ種）４．１６

　　　　３　Ｃ種：頭部を漏斗状にあけた可動埋込み式の方法

図　　　 アンカーボルトの保持（Ｃ種）４．１７

　　　　イ　座金の溶接

１Ｆ

図　　　 座金とベースプレートアンカーボルトの全周４．１８

§５．鉄骨と鉄筋コンクリート部分の取合い

（ａ）　鉄骨のかぶり厚

　　　　鉄骨のかぶり厚は、図　　による。

　　　鉄筋と鉄骨相互のあき　　は、粗骨材の最大寸法の　　倍以上とする。

（梁の場合）

 （柱の場合）

図　　　鉄筋のかぶり厚（単位：　　）５．１

　　　　　　　　

（ｂ）　鉄　筋

　　（１）鉄筋位置の確保

　　　　ただし、柱、梁仕口部を除くものとする。

図　　　柱組立筋５．２

表　　　鉄筋貫通孔の径　（単位：　　）５．１

鉄　筋　の　呼　び　名

鉄筋の貫通孔径　（　　）

Ｄ１０ Ｄ１６ Ｄ１９ Ｄ２２ Ｄ２５ Ｄ２９ Ｄ３２

２１ ２８ ３１ ３５ ３８ ４３ ４６

　　（２）鉄筋貫通孔の位置

　　　　ア　鉄筋貫通孔の位置は、図　　による。

５．３図　　　鉄筋貫通孔の位置（単位：　　）

（ａ）貫通タイプ （ｂ）貫通しないタイプ

図　　　小ばり部下端主筋（単位：　　）５．４

　　（３）帯筋の加工及び組立て

　　　　　仕口部内の帯筋の加工及び組立は、図　　による。

　　　　片面溶接の有効長さ　　は、鉄筋の呼び名の数値の　倍以上とする。

図　　　帯筋加工及び組立て５．５

　　（４）壁筋の周辺部材への定着

　　　　　周辺部材に取付く壁筋の定着方法は、図　　による。

（はり内定着タイプ） （通し筋タイプ） （ジョイント筋使用） （鉄骨う回タイプ）

（ａ）　はりへの定着方法

（一般的定着） （折曲げ貫通タイプ） （鉄骨う回タイプ）

（ｂ）　柱への定着方法

　　　　　　　　　　　　　　（注）　１．鉄骨に接触していてもよい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．ウェブに貫通孔を設ける。

５．６図　　　 壁筋の周辺部材への定着

（ａ）　適用範囲

　　　　なお、貫通孔の位置の限度は、図　　による。

Ｈ：鉄骨せい

φ：貫通孔内径寸法

　（φ≦　　　かつφ≦　　　）

６．１

　　（１）補強プレート

ｔｐ≧（φ＋２ｔｓ）ｔｗ／（Ｈ－２ｔＦ－１４０－φ－２ｔｓ） １

ｔｓ： 鋼管スリーブ厚

フランジ厚ｔ　 ：

ウェブ厚ｔｗ：

図　　　 補強プレート法６．２

（注）　１．　 は、　φまたは、 　のうち小さい方とする。

　　（２）補強トラス法

ｔｒ≧（φ＋２ｔｓ）ｔｗ／｛３（Ｂ－ｔｗ）｝ ２

フランジ幅Ｂ：

図　　　 補強トラス法　（単位：　　）６．３

ｃ

ｆ

継手

Ｂ

Ｈ

ｔｆ

ｔｗ

ｎｆ×ｍｆ

ｍｗ×ｎｗ

※１

梁通し 柱通し

リブプレート

図　　　 十字型柱のウェブ継手現場溶接用隔板（単位：　　）

梁フランジ上端へ
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１
，

０
０
０

　
程

度

ｒ

Ｆ２

Ｆ２

１
０

図　　　はりの段差

（ｃ）鋼 管 柱

４．１０

１００以上

１５０以上

１５０以上１５０以上

図　　　柱のフランジ幅及び板厚のしぼりの限度、４．８

６０１０

Ｓｃ

２０

１０
Ｆ

１０

Ｆ２

２ ２０

図　　　 リブプレート（単位：　　）４．７

内ダイアフラム

４．１０－１

（ａ）一般部分

図　　　　　バンドプレートの位置及び大きさ（単位：　　）

バンドプレート
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（しぼりの手前につける。）
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バンドプレート
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０
０

３
０

０

（ｂ）柱脚部分

３
０

０

１Ｆ

３～５ ｔ

（ｔ≧１９の場合） （ｔ＜１９の場合）

１Ｆ

Ｔ
※

Ｈ

図　　　 Ｈ形柱脚部　（単位：　　）
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２５
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５

Ｔ
＊

Ｈ

柱主筋

柱主筋

　　　　

Ｄ１３

２４

　　　　ただし、溶接によらない場合は　　曲げのフックとする。

コーナー筋

Ｆ１

Ｆ

（内法寸法）

１ １

Ｌ

Ｌ

３．８ ３．９

ｍｆ

４．１　　　　　仕口パネルの範囲は、図　　による。材質は、取りつく梁及び柱のウェブ材

　　　　のうち、強度及び溶接性の最も優れたものと同等のものとし、板厚はパネルゾ

　　　　ーンの検討を行い、決定する。ただし、板厚は、取り付く梁及び柱のウェブ材

のいずれか厚いもの以上かつ　　以上とする。９ｍｍ

ｍｍ

　　　　ア　十字型柱及びＨ形柱の仕口部に設ける水平スチフナの形状及び大きさは、

　　　　　図　　による。材質は、梁フランジ材と同等のものとし、板厚は、梁フラン

　　　　　ジ厚以上かつ　　以上とする。９ｍｍ

　　　　　　なお、梁幅が　　　以上の場合は、スニップカットの代わりにスカラップ

　　　　　とすることができる。

４．２

３００ｍｍ

２ ２
Ｂ Ｂ’

ｍｍ

４．３　　　　イ　鋼管柱の仕口部に設けるダイヤフラムの形状及び大きさは図　　による。遠し

　　　　　ダイヤフラムの場合の材質は、取付く梁フランジ材及び柱材のうち、強度及び

　　　　　溶接性の最も優れたものと同等以上のものとし、板厚は、同レベルに集まる梁

　　　　　フランジのうち最も厚いもの以上かつ　　とする。内ダイヤフラムの場合の材９ｍｍ

　　　　　質は、梁フランジ材と同等以上のものとし、板厚は、同レベルに集まる梁フラ

　　　　　ンジのうち最も厚いもの以上かつ　　以上とする。ダイヤフラム中心部には、９ｍｍ

３０ｍｍ　　　　　最上部を除いて空気穴（約　　　程度）を設ける。ただし、スニップカットの

　　　　　代わりにスカラップを設ける場合は、空気穴を省略することができる。

Ａ Ａ

ＢＢ

２５以上 ２５以上

２
５

以
上

２
５

以
上

空気穴

ＨＴ

空気穴スニップカット

（通しダイヤフラム）

（内ダイヤフラム）

Ａ－Ａ断面

Ｂ－Ｂ断面

図　　　ダイヤフラム（単位：　　）４．３ ｍｍ

４．４　　　　ア　十字型柱及びＨ形柱の仕口部に設ける縦スチフナは、図　　による。縦スチ

　　　　　フナの幅は、取付く梁フランジと同一とし、材質は、上下柱フランジ材のうち、

　　　　　強度及び溶接性の最も優れたものと同等のものとし、板厚は、いずれか最も厚

　　　　　いもの以上とする。

４．５

　　　　　大きさは、上下柱のうち大きいものと同一とし、材質は、上下柱材のうち、

　　　　　強度及び溶接性の最も優れたものと同等以上のものとする。

４．６　　　　ア　梁及び柱のしぼりの限度及び位置は、図　　により、梁ハンチ部にリブプ

　　　　　梁ウェブと同厚以上とする。

　　　　　レートを設けるものとする。リブプレートの形状は、図　　 による。板厚は４．７

ｍｍ

ｍｍ

　　　　イ　柱のフランジ幅、及び板厚のしぼりの限度並びにフランジ及びウェブの継

　　　　　手位置は、図　　による。４．８

ｍｍ

４．９

ｍｍ

４．１０

　　　　　バンドプレートは、特に柱・はり接合部において配筋上の支障となりやすい

　　　　ので、取り付けないこととする。ただし、ウェブ厚が薄く、溶接、運搬及び建方

　　　　の際に変形のおそれのある場合又は施工上タラップとして必要な場合は、施工

　　　　性を考慮して図　　　　の位置及び大きさで取り付けることとする。４．１０－１

ｍｍ

４．１１　　　　　現場で柱ウェブ材を溶接する場合の隔板の標準は、図　　　により、材質は、

　　　　上下柱ウェブ材のうち、強度及び溶接性の最も優れたものを用いる者とし、板厚

　　　　は、　　以上とする。９ｍｍ

ｍｍ

１２ｍｍ Ｆ２ １３ｍｍ※埋込み型柱脚とする場合で、フランジ厚さが　　　以下の場合は　　　、　　　以上の場合は

　　　　　とすることができる。１Ｐ

ｍｍ

１２ｍｍ Ｆ２※埋込み型柱脚とする場合で、フランジ厚さが　　　以下の場合は　　　、　　　以上の場合は１３ｍｍ

　　　　　とすることができる。Ｐ１

ｍｍ

１Ｆ６ｍｍ

ｍｍ

　　　　　アンカーボルトの保持及び埋込み工法の種別並びに柱底ならしモルタルの工

　　　　法は、特記仕様書による。

　　　　　アンカーボルトは二重ナット及び座金を用い、その先端は、ねじがナットの

　　　　外に３山以上出るようにする。ただし、コンクリートに埋め込まれる場合は、

　　　　二重ナットとしないことができる。

　　　　アンカーボルトにせん断力を負担させる場合は、座金厚さの検討を行い、座金

　　　　とベースプレートを全周溶接することとし、図　 　による。４．１８

５．１

（ｂｓ） １．２５

ｍｍ

（ｂｓ） １．２５　　　　　（注）　鉄筋と鉄骨の相互のあき　　は、粗骨材の最大寸法の　　倍以上とする。

５．２　　　　　柱の配筋において、主筋は図　　により、組立筋を用いて位置を確保し、柱

　　　　幅が　　　以上の場合は、柱の中間に組立筋を入れる。７００ｍｍ

　　　　　鉄筋の定着または引通しのため、鉄骨にあける鉄筋貫通孔径は、表　　による。５．１

　　　　　ただし、主筋の鉄筋貫通孔は、最大孔径に統一する。

ｍｍ

ｍｍ

５．３

ｍｍ

　　　　イ　小ばりの下端主筋は、直交する梁ウェブを貫通させるものとし、図５．４（ａ）

　　　　　による。ただし、構造上支障がない場合は、梁ウェブを貫通しないことがで

　　　　　きるものとし、図　　　 による。５．４（ｂ）

ｍｍ

５．５

（Ｌ） １０

１３５°

５．６

　　　　鉄筋を折り曲げる場合は、鉄筋の呼び名の数値の十倍以上直線に定着後、ゆるやか

　　　　に折り曲げる。

１０　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．折り曲げタイプの場合は、鉄筋径の　 倍以上定着後、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆるやかに折り曲げる。

１／２

§６．梁貫通孔の補強要領

　　　　この要領は、鉄骨造及び鉄骨鉄筋コンクリート造の梁ウェブ部材に貫通孔を設

　　　ける場合で、貫通孔部分を補強する場合に適用する。ただし、貫通孔の内径寸法

　　　は、鉄骨せいの　　以下かつ鉄筋コンクリート梁せいの　　以下とし、貫通孔間１／３

　　　　倍以上を確保する。

　　　隔は、両側の貫通孔径の平均値の鉄骨造で　倍以上、鉄骨鉄筋コンクリート造で２

３

（ｂ）　梁貫通孔部補強の算定方法

　　　　貫通孔の補強方法は、補強プレート法及び補強トラス法とし、貫通孔部分は、

６．１

　　　必要に応じて鋼管をスリーブとして溶接する。

Ｄ：梁せい

Ｈ／２ Ｄ／３

図　　　 梁貫通孔の位置の限度

１．２０（注）　梁端に貫通孔を設ける場合は、原則として、梁端から貫通孔の中心まで　　 以

上離し、梁継手位置等にも留意を要する。

　　　　　貫通孔による断面欠損と同量のプレートを補強する方法で、プレート厚　　 

　　　　　は、　　式により算定する。

（ｔｐ）

１

１ ２

１６ｍｍ １／２

３

　　　　　　両面から溶接する。

　　　　２．補強プレートが　　　以上となる場合は、必要な厚さの　　の補強プレートをウェブ

（ｅ） ｅ Ｈ　　　　４．鉄骨のひずみ矯正上、材端と補強プレートの間隔　　は、 　≧　 とすることが望ま

　　　　　　しい。

５０　　　　５．補強プレートは、丸形としてもよい。また、上下フランジとのあき　　については、　　

　　　　　　施工性を考慮し、小さくすることができる。

　　　　３．梁貫通孔が多数並列する場合は、ウェブ全体を厚手のプレートに置き換える方法があ

　　　　　　る。

　　　　　貫通孔による断面欠損と同量のプレートをトラス状に補強する方法で、プレ

（ｔｒ）　　　　ート厚　　 は、　 式により算定する。２

ｍｍ

令和５年７月１日改定

令和
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